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との観念が明確に示されていることが知られよう（中嶋・前掲注（24）45 － 46 頁参照）。

















































































































第 75 巻第５号（2011）404 頁参照。
（40） 　川嶋・前掲注（38）74 頁。









































































































































































（53） 　川島・前掲注（52）139 － 142 頁参照。
（54） 　川島・前掲注（52）163 頁参照。
（55） 　川島・前掲注（52）162 － 163 頁参照。



























（56） 　高橋真『日本的法意識論再考』（ミネルヴァ書房・2002）39 － 41 頁参照。
105 － 東洋社会における古典的な裁判外紛争処理の理念についての一考察（董）
− 104 −
互譲を確保できないことにより、ADRの効率が低下するだけでなく、紛争解
決の機能を失う恐れもある。
　それゆえ、新たな形で互譲を確保できる ADR制度を構築することが必要
である。例えば ADR制度を創設するうえで手続に工夫を凝らすなど方法が
考えられるが、具体的な互譲を確保する制度の構築については、今後の課題
としたい。
　
　＊本研究は、中国政府「国家建設高水平大学公派研究生項目」（CSC）の助
成を受けたものである。
